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植野興業株式会社ほか２２社に対する審決について 

（山梨県が塩山地区を施工場所として発注する土木一式工事の入札談合事件） 

 

平成２９年６月１６日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会は，被審人植野興業株式会社ほか２２社（以下「被審人ら」という。）

に対し，平成２３年７月２７日，審判手続を開始し，以後，審判官をして審判手続を

行わせてきたところ，平成２９年６月１５日，被審人らに対し，独占禁止法の一部を

改正する法律（平成２５年法律第１００号）による改正前の独占禁止法（以下「独占

禁止法」という。）第６６条第２項の規定に基づき，被審人らの各審判請求を棄却す

る旨の審決を行った（本件平成２３年（判）第８号ないし第５２号審決書については，

当委員会ホームページの「報道発表資料」参照）。 

 

１ 被審人らの概要 

別表１のとおり。 

 

２ 被審人らの審判請求の趣旨 

別表２のとおり，被審人らに対する各排除措置命令及び課徴金納付命令の全部の

取消しを求める。 

 

３ 主文の内容 

被審人らの各審判請求をいずれも棄却する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先  公正取引委員会事務総局官房総務課審決訟務室 

電話 ０３－３５８１－５４７８（直通） 

ホームページ  http：//www.jftc.go.jp/ 
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４ 本件の経緯 

平成２３年 ４月１５日    排除措置命令及び課徴金納付命令 

      ６月１３日まで  被審人らから排除措置命令及び課徴金納付命

令に対して審判請求 

７月２７日    審判手続開始 

      ９月２２日    第１回審判 

↓ 

平成２７年 １月 ６日    第２０回審判（最終意見陳述を終了） 

平成２９年 ２月１６日まで  審決案送達 

      ３月 ２日まで  被審人らから審決案に対する異議の申立て及

び委員会に対する陳述（直接陳述）の申出 

      ４月２７日 

    及び５月２３日    直接陳述の聴取 

      ６月１５日    被審人らの各審判請求を棄却する審決 

 

５ 原処分の原因となる事実 

被審人ら及び別表３記載の７社（以下，両者を併せて「３０社」という。）は，

遅くとも平成１８年４月１日以降（被審人三森建設株式会社については，遅くとも

平成１９年５月１５日以降），共同して，塩山地区特定土木一式工事（注１）について，

受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにすることにより，公共の利益

に反して，塩山地区特定土木一式工事の取引分野における競争を実質的に制限して

いた（以下「本件違反行為」という。）。 

被審人らの本件違反行為の実行期間は，独占禁止法第７条の２第１項の規定によ

り，別表４の各被審人に係る「実行期間」欄記載のとおりであり，独占禁止法第７

条の２の規定により算出された課徴金の額は，同表の各被審人に係る「課徴金額」

欄記載のとおりである。 

 

（注１） 「塩山地区特定土木一式工事」とは，山梨県が，一般競争入札又は指名競争入札の方法により土木一式工事とし

て発注する工事のうち，同県山梨市又は甲州市の区域（以下「塩山地区」という。）を施工場所とするものであっ

て，次のいずれかに該当するものをいう。 

１ 山梨県から土木一式工事についてＡの等級に格付されている事業者のみを入札の参加者とするもの。 

２ 山梨県から土木一式工事についてＢの等級に格付されている事業者のみを入札の参加者とするもの。 

３ 山梨県から土木一式工事についてＡの等級に格付されている事業者及びＢの等級に格付されている事業者のみ

を入札の参加者とするもの。 

４ 特定建設工事共同企業体のみを入札の参加者とするもの。 

 

６ 審決の概要 

(1) 本件の争点 

ア ３０社は，塩山地区特定土木一式工事について，受注予定者を決定し，その

者が受注できるように協力する旨合意していたか（争点１） 

イ 前記アの合意は，独占禁止法第２条第６項にいう不当な取引制限に該当する
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か（争点２） 

ウ 被審人らが受注した審決案別紙１０の１ないし２３記載の各工事は，独占禁

止法第７条の２第１項にいう「当該…役務」（以下「当該役務」という。）に

該当するか（争点３） 

エ 本件立入検査後に契約が締結された工事の対価は，本件違反行為の実行期間

における売上額に含まれるか（争点４） 

オ 受注者が工事を中止したことにより，本件違反行為の実行期間後に工事代金

が出来高に減額された場合，減額後の金額が課徴金算定の基礎となるか（争点

５） 

カ 本件排除措置命令及び本件各課徴金納付命令（以下，併せて「本件各命令」

という。）の発出手続等は適法か（争点６） 

 

(2) 争点に対する判断の概要 

ア 争点１について（審決案４４～６７頁） 

山梨県では，平成１７年度頃までは指名競争入札の方法により土木一式工事

を発注することが多かったが，３０社を含む塩山地区の建設業者は，塩山支部

に対する平成６年の勧告審決（注２）以降も，塩山地区を施工場所とする土木一式

工事の指名競争入札において受注調整を行うなど，協調関係にあったことが認

められる。 

また，山梨県では，平成１８年度頃から一般競争入札の方法により土木一式

工事を発注することが増え，平成１９年頃からは，一般競争入札の方法により

発注する土木一式工事の一部について総合評価落札方式（注３）を導入したが，３

０社は，平成１８年４月１日以降も，これらの塩山地区に係る土木一式工事に

ついて，塩山支部等において入札参加情報を集約し，受注希望者が１社又は１

ＪＶ（注４）の場合はその者又はＪＶを受注予定者とし，受注希望者が複数の場合

は地域性（注５），継続性（注６）等を勘案して受注希望者間の話合い等により受注

予定者を決定し，受注予定者以外の者は受注予定者がその定めた価格で受注で

きるように協力していたことが認められる。 

さらに，本件対象期間に発注された塩山地区特定土木一式工事である３１２

物件のうち，少なくとも，４４物件（注７）について本件合意の内容に沿った受注

調整が行われたこと，６０物件（注８）について本件合意の内容に沿った受注調整

に関わる行為が行われたことが客観的な証拠によって認められる。 

また，これらの工事の発注方法は，指名競争入札，通常の一般競争入札，総

合評価落札方式による一般競争入札のいずれも含んでおり，発注担当部署をみ

ても，山梨県県土整備部等，峡東農務事務所及び峡東林務環境事務所のいずれ

も含まれ，工事の内容も土木工事，林務工事，農務工事に及び，発注時期も本

件対象期間の全般にわたっている。 

加えて，３１２物件は，いずれも３０社又は３０社のいずれかで構成される
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ＪＶが受注したものであり，３１２物件の平均落札率も，９６．３パーセント

という相当高いものであったことが認められる。 

以上の事情に鑑みれば，３０社のうち被審人三森建設株式会社を除く２９社

は，遅くとも平成１８年４月１日までに，塩山地区特定土木一式工事について，

受注価格の低落防止を図るために本件合意をし，被審人三森建設株式会社は，

遅くとも平成１９年５月１５日までに本件合意に参加したこと，３０社は，遅

くとも平成１８年４月１日以降，本件合意に基づいて本件受注調整を行ってい

たことが認められる。 
 

（注２） 「塩山支部に対する平成６年の勧告審決」とは，平成６年（勧）第１４号社団法人山梨県建設業協会塩山

支部に対する勧告審決をいう。 

（注３） 「総合評価落札方式」とは，価格に加え評価項目ごとの評価点を考慮する一般競争入札をいう。 

（注４） 特定建設工事共同企業体の略。 

（注５） 「地域性」とは，工事の施工場所が自社の事務所等の所在地に近く地域住民からの協力を得やすいなどと

いった事情をいう。 

（注６） 「継続性」とは，過去に関連する工事を受注したことがあるなどといった事情をいう。 

（注７） 「４４物件」とは，審決案別紙９の「別紙１２」欄に「○」の付された４４件をいう。 

（注８） 「６０物件」とは，審決案別紙９の「別紙１３」欄に「○」の付された６０件をいう。 

 

イ 争点２について（審決案６７～７１頁） 

本件合意は，３０社が，塩山地区特定土木一式工事について，話合い等によっ

て受注予定者をあらかじめ決定し，受注予定者以外の者は，受注予定者がその

定めた価格で受注できるように協力するという内容の取決めであり，入札参加

者は，本来的には自由に入札価格を決めることができるはずのところを，この

ような取決めがされたときは，これに制約されて意思決定を行うことになると

いう意味において，その事業活動が事実上拘束される結果となることは明らか

であるから，本件合意は，独占禁止法第２条第６項にいう「その事業活動を拘

束し」の要件を充足する。そして，本件合意の成立により，３０社の間に，上

記の取決めに基づいた行動をとることを互いに認識し認容して歩調を合わせ

るという意思の連絡が形成されたものといえるから，本件合意は，同項にいう

「共同して…相互に」の要件も充足する。 

また，独占禁止法第２条第６項にいう「一定の取引分野における競争を実質

的に制限する」とは，当該取引に係る市場が有する競争機能を損なうことをい

い，本件合意のような一定の入札市場における受注調整を行うことを取り決め

る行為によって競争制限が行われる場合には，当該取決めによって，その当事

者である事業者らがその意思で当該入札市場における落札者及び落札価格を

ある程度自由に左右することができる状態をもたらすことをいうものと解さ

れる。 

そして，本件合意の当事者及びその対象となった工事の規模，内容によれば，

本件合意は，それによって上記の状態をもたらし得るものであったといえる。

しかも，①本件対象期間に発注された塩山地区特定土木一式工事のほとんどに

おいて３０社又は３０社のいずれかで構成されるＪＶのみが入札に参加等し
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ていたこと，②本件対象期間に発注された塩山地区特定土木一式工事の全てを，

３０社又は３０社のいずれかで構成されるＪＶが受注しており，その平均落札

率も，９６パーセントを超える相当高いものであること，③実際に，本件対象

期間に発注された塩山地区特定土木一式工事の中に，３０社が本件合意の内容

に沿った受注調整を行ったこと等を裏付ける客観的な証拠が存在する工事が

多数あることなどからすると，本件合意は，本件対象期間中，塩山地区特定土

木一式工事に係る入札市場において，事実上の拘束力をもって有効に機能し，

上記の状態をもたらしていたものといえる。 

したがって，本件合意は，独占禁止法第２条第６項にいう「一定の取引分野

における競争を実質的に制限する」の要件を充足する。 

さらに，このような本件合意が，独占禁止法第２条第６項にいう「公共の利

益に反して」の要件を充足するものであることも明らかである。 

以上によれば，本件合意は，独占禁止法第２条第６項にいう不当な取引制限

に該当する。 

 

ウ 争点３について（審決案７１～８３頁） 

(ｱ) 当該役務 

不当な取引制限等の摘発に伴う不利益を増大させてその経済的誘因を小

さくし，不当な取引制限等の予防効果を強化することを目的とする課徴金制

度の趣旨に鑑みると，独占禁止法第７条の２第１項所定の課徴金の対象とな

る当該役務とは，本件においては，本件合意の対象とされた工事であって，

本件合意に基づく受注調整等の結果，具体的競争制限効果が発生するに至っ

たものをいうと解される。 

３０社は，遅くとも平成１８年４月１日以降，塩山地区特定土木一式工事

について，受注価格の低落防止を図るため，本件合意の下，本件受注調整を

行っていたものである。 

そして，本件においては，以下の①ないし⑤の各事情が見られることから，

塩山地区特定土木一式工事に該当し，かつ，３０社のうちいずれかが入札に

参加して受注した工事については，当該工事について本件合意に基づく受注

調整が行われたとは認められない特段の事情のない限り，本件合意に基づく

受注調整が行われ，具体的競争制限効果が発生したものと推認するのが相当

である。 

① ３０社は，塩山支部等において，受注調整のために，あらかじめ３０社

の入札参加及び受注希望に関する情報を取りまとめ，塩山支部等において

入札参加者取りまとめ表を作成し，これにより話合いをする等本件受注調

整を組織的に行っていた。 

② 本件対象期間に発注された塩山地区特定土木一式工事のうち，９割以上

の工事において，３０社のみが入札に参加していたことから，３０社は，
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塩山地区特定土木一式工事の全てを対象に受注調整を行うことが容易な

立場にあり，実際に，本件対象期間に発注された塩山地区特定土木一式工

事の全てを，３０社又は３０社のいずれかで構成されるＪＶが受注してお

り，その平均落札率も９６パーセントを超える相当高いものであった。 

③ ３１２物件のうち，審決案別紙１２及び同１３記載の合計１０４件の工

事について，３０社が本件合意の内容に沿った受注調整を行ったこと等が

認められ，これらの工事は，発注方法，発注担当部署，工事内容及び発注

時期において特段の偏りはみられない。 

④ ３０社の代表者のうち約半数の者が，本件合意への参加を認める旨の供

述をしているが，同人らは塩山地区特定土木一式工事に該当する特定の工

事について本件合意に基づく本件受注調整が行われなかった旨を供述し

ていない。 

⑤ 本件合意の目的が受注価格の低落防止にあることに照らすと，塩山地区

特定土木一式工事の全てを受注調整の対象とするのが合理的である。 

(ｲ) 審決案別紙１０の１ないし２３記載の各工事について 

本件対象期間に被審人らが受注した塩山地区特定土木一式工事のうち，本

件各課徴金納付命令において課徴金算定の対象とされた工事は，審決案別紙

１０の１ないし２３の「４ 対象物件一覧」記載のとおりである。 

これらの工事は，いずれも本件合意の対象である塩山地区特定土木一式工

事に該当し，３０社のうちいずれか又は３０社のいずれかで構成されるＪＶ

が入札に参加して受注した工事であるところ，かかる工事については，特段

の事情がない限り，当該工事について本件合意に基づく受注調整が行われ，

具体的競争制限効果が発生したと推認される。また，これらの工事の中には，

本件合意の内容に沿った個別の受注調整が行われたこと又は本件合意の内

容に沿った個別の受注調整に関わる行為が行われたことを裏付ける客観的

な証拠が存在する工事（審決案別紙１２及び同１３記載の各工事）も１０４

件含まれている。 

(ｳ) 特段の事情の有無について 

被審人らは，審決案別紙１０の１ないし２３記載の各工事の中にも具体的

競争制限効果が発生していないものが存在する旨主張し，具体的には，①総

合評価落札方式の工事，②受注希望者が初めから１社しかいない工事，③受

注予定者を１社に絞り込めず，２社以上で争われた工事，④落札率が９０

パーセント未満の工事，⑤具体的な受注調整に関与しない入札参加者がいる

工事，⑥アウトサイダーが入札に参加した工事，⑦地域性，継続性がある工

事を挙げるが，いずれも，当該工事について本件合意に基づく受注調整が行

われ，具体的競争制限効果が発生したとの推認を妨げるものとは認められず，

被審人らの主張を採用することはできない。 

(ｴ) 小括 
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被審人らが受注した審決案別紙１０の１ないし２３記載の各工事は，いず

れも，本件合意に基づく受注調整が行われたとは認められない特段の事情は

なく，当該工事について本件合意に基づく受注調整が行われ，具体的競争制

限効果が発生したと認められる。 

よって，これらの工事は，いずれも独占禁止法第７条の２第１項にいう当

該役務に該当する。 

 

エ 争点４について（審決案８３～８４頁） 

独占禁止法第７条の２第１項にいう「実行期間」とは，違反行為の対象となっ

た商品又は役務に係る売上額を算定するための基準であるところ，①上記条項

は，「実行としての事業活動がなくなる日」と定めて，違反行為の終了日と明

確に区別して規定していること，②仮に違反行為の終了時をもって実行期間終

了日と解した場合，違反行為終了後に発生した違反行為による売上げを一律に

課徴金の対象から除外することとなり，適切でないこと，③売上額の確定に係

る実行期間を違反行為者間で同時期とすべきものとも解されないことから，同

項にいう「実行としての事業活動がなくなる日」とは，違反行為の終了日では

なく，違反行為者につき，それぞれ違反行為に係る事業活動が終了したと認め

られる日と解すべきである。 

また，契約が締結されれば，当該契約に基づく対価に係る債権債務関係が発

生するのが通常であるから，独占禁止法施行令第６条により契約基準が適用さ

れる場合において，違反行為終了前に受注調整に係る入札が行われて受注予定

者が落札し，当該工事の契約を違反行為終了後に締結した時には，契約締結時

をもって違反行為に係る事業活動の終了日，すなわち「実行としての事業活動

がなくなる日」と解し，当該契約における対価を課徴金算定の基礎とするのが

相当である。 

 

オ 争点５について（審決案８４～８６頁） 

独占禁止法施行令第６条は，「実行期間において締結した契約により定めら

れた…対価の額」をもって独占禁止法第７条の２の売上額を算定するものと規

定しているところ，実行期間において一旦有効に契約が成立した以上，そこに

定められた請負代金額をもって上記売上額を算定すべきであり，仮に，実行期

間の終期において，当該工事の出来高が客観的に確定していたとしても，この

出来高によることはできず，その後の契約変更による請負代金額の増減につい

ても，実行期間経過後の変更契約についてはこれを考慮することはできないも

のと解すべきである。 

物件２３４（注９）については，平成２１年５月２６日，被審人株式会社渡辺建

設が受注し，同月２７日，同工事に係る契約は有効に成立した。同年９月２７

日，同被審人は，山梨県から有資格者名簿への登載を抹消され，塩山地区土木



 

８ 

一式工事の入札に参加することができなくなったが，同日までに上記契約は変

更されなかった。同年１０月６日，同被審人は，山梨県との間で，物件２３４

の出来高を確認した。 

上記のとおり，塩山地区特定土木一式工事の入札に参加することができなく

なったことで同被審人の本件違反行為の実行としての事業活動は終了したと

認められる。 

また，仮に同被審人の実行期間を平成２１年９月２７日までと認定したとし

ても，その時点で物件２３４の工事の出来高が客観的に確定していた事実は立

証されておらず，また，仮にかかる事実があったとしても，上記のとおり，独

占禁止法施行令によれば，契約の変更がない以上，出来高をもって請負代金額

とすることはできない。 

以上のとおり，物件２３４の工事に係る当初の契約によって定められた請負

代金額をもって，課徴金を算定するのが相当である。 
 

（注９） 林道塩平徳和線(小楢山東工区)開設工事（平成２１年４月２４日公告，同年５月２６日開札）。 

 

カ 争点６について（審決案８６～８８頁） 

(ｱ) 本件各命令書の記載 

本件排除措置命令書には，本件合意が存在するに至った時期，内容，行為

者等のほか，本件合意に基づいて被審人らによって行われていた行為が具体

的に記載されていると認められるところ，かかる記載から，被審人らのうち

被審人株式会社渡辺建設を除く２２社が具体的にいかなる行為を行ったた

めに本件排除措置命令を発せられたのかを了知することは可能であり，同命

令に対する不服申立てに十分な便宜を与える程度に記載されていると認め

られる。 

したがって，本件排除措置命令書における「公正取引委員会の認定した事

実」の記載は独占禁止法第４９条第１項に違反するものでなく，本件各課徴

金納付命令書における「課徴金に係る違反行為」の記載も同法第５０条第１

項に違反するものではない。 

(ｲ) 本件各命令の事前説明手続 

a  認定した事実の特定 

本件排除措置命令書の記載に不備がないことは，前記(ｱ)のとおりであ

る。 

b  事前説明 

(a) 事前説明手続の際に関係人に示す証拠は，公正取引委員会が，その認

定した事実に関する説明のために示すものであり，それを謄写すること

は，そもそも事前説明手続では予定されておらず，また，公正取引委員

会が留置した留置物の謄写が認められるのは公正取引委員会の審査に

関する規則第１８条が定める場合に限られる。 



 

９ 

したがって，公正取引委員会が事前説明手続において上記証拠の閲覧，

謄写に応じなかったとしても，かかる行為は違法となるものではない。 

(b) 本件においては，事前説明手続における意見申述期間について，公正

取引委員会において当初３週間の期間を設定し，被審人天川工業株式会

社ら１０社（注１０）については，その申出を踏まえ更にこれを１週間延長

して，合計４週間の期限を設定したものであることからすると，被審人

天川工業株式会社ら１０社の主張する事情を考慮しても，かかる期間の

設定は，適正に行われたものであり，違法となるものではない。 
 

（注１０） 「被審人天川工業株式会社ら１０社」とは，天川工業株式会社，岩波建設株式会社，株式会社

内田組，株式会社タナベエンジニアリング，株式会社甲斐建設，株式会社渡辺建設，株式会社広

瀬土木，株式会社佐藤建設工業，有限会社山梨技建及び奥山建設株式会社の１０社をいう。 

 

 



別表１ 

１０ 

 

番号 被審人 本店の所在地 
代表者 

（代表取締役） 

１ 
植野興業株式会社 

法人番号8090001009058 
山梨県甲州市塩山上於曽１８９６番地 植野 正人 

２ 
昭和建設株式会社 

法人番号9090001009115 
山梨県甲州市塩山熊野８０番地１ 浅野 正一 

３ 
株式会社髙野建設 

法人番号2090001009237 
山梨県甲州市勝沼町勝沼２８９３番地 高野 敬司 

４ 
天川工業株式会社 

法人番号8090001009140 
山梨県甲州市塩山熊野１４１４番地１ 天川 住夫 

５ 
岩波建設株式会社 

法人番号3090001009054 
山梨県甲州市塩山上粟生野１０７６番地 岩波 太生 

６ 
株式会社廣川工業所 

法人番号6090001009159 
山梨県甲州市塩山上萩原１４２番地 廣川 哲也 

７ 
株式会社内田組 

法人番号5090001008855 
山梨県山梨市東４０７番地 内田 光司 

８ 
峡東建設株式会社 

法人番号7090001009315 
山梨県甲州市塩山熊野１４３番地 岩波 廣志 

９ 
株式会社タナベエンジニアリング 

法人番号5090001009127 
山梨県甲州市塩山竹森３０２０番地 田邉  弘 

１０ 
株式会社甲斐建設 

法人番号2090001008874 
山梨県山梨市牧丘町窪平１９番地 渡辺 博仁 

１１ 
株式会社渡辺建設 

法人番号3090001008997 
山梨県山梨市牧丘町城古寺３５８番地 渡辺 泰明 

１２ 
株式会社天川組 

法人番号1090001009139 
山梨県甲州市塩山千野５５９番地 天川  貴 

１３ 
甲信建設株式会社 

法人番号6090001009217 
山梨県甲州市勝沼町菱山１０６３番地 三森  一 

１４ 
野澤工業株式会社 

法人番号7090001009265 
山梨県甲州市大和町初鹿野１９５３番地の１ 野沢 孝之 

１５ 
三森建設株式会社 

法人番号5090001009267 
山梨県甲州市勝沼町菱山３６８７番地 齊藤 潤一 

１６ 
株式会社大和工務店 

法人番号4090001009268 
山梨県甲州市塩山赤尾４５１番地１ 神戸 和男 

１７ 
山梨建設株式会社 

法人番号5090001008979 
山梨県山梨市上神内川１１２６番地１ 辻 真由美 

１８ 
株式会社飯島工事 

法人番号2090001009055 
山梨県甲州市塩山藤木１９７１番地 飯島 明生 

１９ 
株式会社広瀬土木 

法人番号2090001008949 
山梨県山梨市三富下荻原３８７番地 廣瀬 一哉 

２０ 
株式会社藤プラント建設 

法人番号1090001008958 
山梨県山梨市三ヶ所３０９番地１ 藤原 栄一 

２１ 
株式会社佐藤建設工業 

法人番号9090001008901 
山梨県山梨市小原西１２７４番地 佐藤 正明 

２２ 
有限会社山梨技建 

法人番号7090002010940 
山梨県山梨市下井尻４８０番地 芳賀 恒雄 

２３ 
奥山建設株式会社 

法人番号7090001008861 
山梨県山梨市万力１１４７番地 奥山 知孝 

 



 

１１ 

 

番号 被審人 審判事件番号 審判請求の趣旨 

1 植野興業株式会社 

平成２３年（判）第８号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３０号 
平成２３年（納）第２１号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

2 昭和建設株式会社 

平成２３年（判）第９号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３１号 
平成２３年（納）第２２号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

3 株式会社髙野建設 

平成２３年（判）第１０号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３２号 
平成２３年（納）第２３号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

4 天川工業株式会社 

平成２３年（判）第１１号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３３号 
平成２３年（納）第２４号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

5 岩波建設株式会社 

平成２３年（判）第１２号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３４号 
平成２３年（納）第２５号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

6 株式会社廣川工業所 

平成２３年（判）第１３号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３５号 
平成２３年（納）第２６号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

7 株式会社内田組 

平成２３年（判）第１４号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３６号 
平成２３年（納）第２７号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

8 峡東建設株式会社 

平成２３年（判）第１５号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３７号 
平成２３年（納）第２８号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

別表２ 



 

１２ 

番号 被審人 審判事件番号 審判請求の趣旨 

9 
株式会社タナベエンジニア

リング 

平成２３年（判）第１６号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３８号 
平成２３年（納）第２９号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

10 株式会社甲斐建設 

平成２３年（判）第１７号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第３９号 
平成２３年（納）第３０号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

11 株式会社渡辺建設 平成２３年（判）第４０号 
平成２３年（納）第３１号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

12 株式会社天川組 

平成２３年（判）第１８号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４１号 
平成２３年（納）第３２号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

13 甲信建設株式会社 

平成２３年（判）第１９号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４２号 
平成２３年（納）第３３号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

14 野澤工業株式会社 

平成２３年（判）第２０号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４３号 
平成２３年（納）第３４号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

15 三森建設株式会社 

平成２３年（判）第２１号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４４号 
平成２３年（納）第３５号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

16 株式会社大和工務店 

平成２３年（判）第２２号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４５号 
平成２３年（納）第３６号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

17 山梨建設株式会社 

平成２３年（判）第２３号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４６号 
平成２３年（納）第３７号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 



 

１３ 

番号 被審人 審判事件番号 審判請求の趣旨 

18 株式会社飯島工事 

平成２３年（判）第２４号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４７号 
平成２３年（納）第３８号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

19 株式会社広瀬土木 

平成２３年（判）第２５号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４８号 
平成２３年（納）第３９号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

20 株式会社藤プラント建設 

平成２３年（判）第２６号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第４９号 
平成２３年（納）第４０号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

21 株式会社佐藤建設工業 

平成２３年（判）第２７号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第５０号 
平成２３年（納）第４１号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

22 有限会社山梨技建 

平成２３年（判）第２８号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第５１号 
平成２３年（納）第４２号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

23 奥山建設株式会社 

平成２３年（判）第２９号 
平成２３年（措）第１号排除措置命令

の全部の取消しを求める。 

平成２３年（判）第５２号 
平成２３年（納）第４３号課徴金納付

命令の全部の取消しを求める。 

 

 



別表３ 

１４ 

（平成２３年４月１５日時点） 

番号 事業者 本店の所在地 

１ 川口土建株式会社 山梨県甲州市勝沼町勝沼８１８番地１ 

２ 宮原土建株式会社 山梨県甲州市塩山牛奥２６４９番地 

３ 株式会社島崎建設 山梨県甲州市大和町初鹿野１８３４番地の１ 

４ 三枝産業株式会社 山梨県甲州市塩山三日市場２０２０番地１ 

５ 大和開発株式会社 山梨県甲州市大和町日影２１６番地９ 

６ 株式会社中川工務所 山梨県甲州市塩山下於曽１０４１番地の３ 

７ 株式会社坂本組 山梨県山梨市小原西７２番地の３ 

 

 



別表４ 

１５ 

被審人 

課徴金納付命令 

実行期間 課徴金額 

植野興業株式会社 平成１９年３月３１日～平成２２年３月３０日 ６６７０万円 

昭和建設株式会社 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 ５１３４万円 

株式会社髙野建設 平成１９年３月３１日～平成２２年３月３０日 ４７７８万円 

天川工業株式会社 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 ３３０５万円 

岩波建設株式会社 平成１９年３月３１日～平成２２年３月３０日 ３２６５万円 

株式会社廣川工業所 平成１９年３月２５日～平成２２年３月２４日 ２７７２万円 

株式会社内田組 平成１９年３月３１日～平成２２年３月３０日 ２６８０万円 

峡東建設株式会社 平成１９年３月３１日～平成２２年３月３０日 ２３９０万円 

株式会社タナベエンジニアリング 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 ２１２９万円 

株式会社甲斐建設 平成１９年３月３１日～平成２２年３月３０日 ２０３６万円 

株式会社渡辺建設 平成１８年９月２８日～平成２１年９月２７日 １９２９万円 

株式会社天川組 平成１９年３月３１日～平成２２年３月３０日 １８６６万円 

甲信建設株式会社 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 １８４３万円 

野澤工業株式会社 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 １５２０万円 

三森建設株式会社 平成１９年５月１５日～平成２２年３月３０日 １４３４万円 

株式会社大和工務店 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 １３９４万円 

山梨建設株式会社 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 １２４４万円 

株式会社飯島工事 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 １２３７万円 

株式会社広瀬土木 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 ９４２万円 

株式会社藤プラント建設 平成１９年４月 １日～平成２２年３月３１日 ９２６万円 

株式会社佐藤建設工業 平成１９年４月 １日～平成２２年３月３１日 ８５４万円 

有限会社山梨技建 平成１９年３月２４日～平成２２年３月２３日 ８０６万円 

奥山建設株式会社 平成１９年４月 １日～平成２２年３月３１日 ６５６万円 

 


